
■平成27年度　当初予算概要

（単位:千円）

総収入額
⒜

総支出額
⒝

前期末
支払資金残高

⒞

当期末
支払資金残高
⒟=⒜-⒝+⒞

 １　一般会計 2,095,132 2,114,397 52,126 32,861

⑴　社会福祉事業 425,586 446,172 35,619 15,033

① 法人運営事業 51,873 65,984 15,005 894

役員(会長・常務)活動、理事会・評議員会など法人運営に関わる事業全
般の区分

② 連絡調整事業 7,814 7,814 0 0

全国・県内派遣、福祉団体等支援に関わる事業全般の区分

③ 企画・広報事業 11,879 11,879 0 0

事業の企画・立案・調査、総合企画部会、広報に関わる事業全般の区分

④ 地域福祉活動推進事業 47,397 47,397 0 0

地域福祉推進に関わる事業全般の区分
・地域福祉等推進特別支援事業（県補助事業）
・地域福祉推進事業（自主事業）
・福祉活動指導員設置事業（県補助事業）
・成年後見促進・法人後見支援事業（県補助事業）
・災害福祉広域支援ネットワーク事業（県補助事業）

⑤ 高齢者福祉活動推進事業 98,350 98,350 0 0

高齢者福祉推進に関わる事業全般の区分
・明るい長寿社会づくり推進機構事業（県補助事業）
・高齢者総合相談センター運営事業（県受託事業）
・介護実習・普及センター運営事業（県受託事業）

⑥ 障害者福祉活動推進事業 11,531 11,531 0 0

障害者福祉推進に関わる事業全般の区分
・福祉の店パレット新潟店運営事業（県補助事業）
・授産活動コーディネート事業

⑦ 福祉サービス利用支援事業 74,198 74,198 0 0

福祉サービス利用支援に関わる事業全般の区分
・日常生活自立支援事業（県補助事業）
・福祉サービス苦情解決事業（県補助事業）

⑧ 福祉従事者確保・就労促進事業 60,528 60,528 0 0

福祉従事者確保等に関わる事業全般の区分
・福祉人材センター運営事業（県受託事業）
・福利厚生センター事業（福利厚生センター受託事業）
・福祉・介護人材マッチング支援事業（県受託事業）
・福祉職場体験事業（県受託事業）

⑨ 共同募金配分金事業 14,365 14,365 0 0

共同募金会からの配分金を活用した事業の区分
・福祉にいがた発行事業
・県民福祉大会開催事業
・成年後見制度普及促進事業
・災害福祉広域支援ネットワーク事業

⑩ 助成事業 8,231 8,231 0 0

社会福祉施設等への助成に関わる事業全般の区分
・指定寄付金社会福祉施設等助成事業
・社会福祉基金運用益活用事業
・寄付のマッチング事業

⑪ 基金管理運営事業 39,420 45,895 20,614 14,139

基金管理運営事業の区分
・県民たすけあい基金管理運営事業
・社会福祉基金管理運営事業
・長寿社会振興基金管理運営事業

⑵　公益事業 1,549,245 1,550,433 20,960 19,772

① 福祉従事者養成・資質向上事業 25,547 25,646 1,240 1,141

福祉従事者向け研修事業の区分
・社会福祉研修受託事業（県受託事業）
・社会福祉研修事業（自主事業）

② 介護支援専門員養成・資質向上事業 26,497 27,586 19,720 18,631

介護支援専門員の実務研修を受講するための試験事業
・介護支援専門員実務研修受講試験事業

③ 福祉従事者退職共済事業 1,452,086 1,452,086 0 0

民間社会福祉施設・団体職員を対象にした退職積立基金管理運営事業の
区分

・新潟県民間社会福祉職員退職積立基金事業

④ 貸付事業 45,115 45,115 0 0

福祉に関する資金を貸し付ける事業の区分
・介護福祉士等修学資金貸付事業（貸付原資：県補助）
・生活困窮者緊急一時貸付事業

⑶　収益事業 120,301 117,792 ▲4,453 ▲1,944

① 新潟ユニゾンプラザ管理運営事業
新潟ユニゾンプラザ(公の施設)管理運営事業の区分

 ２ 生活福祉資金会計 212,690 214,743 3,428,995 3,426,942

 ３ 要保護世帯向け不動産担保型生活資金会計 26,747 26,747 0 0

 ４ 生活福祉資金貸付事務費会計 87,267 87,267 0 0

⑴ 生活福祉資金貸付事務費

⑵ 生活福祉資金相談等体制整備事業

 ５ 臨時特例つなぎ資金会計 203 4,067 21,923 18,059

離職者を支援するための公的給付又は公的貸付を申請している住居のない離職者
に対し、当該給付金又は貸付金の交付を受けるまでの当面の生活費を貸し付ける
事業の会計（貸付原資：県補助）

会計単位／事業区分／拠点区分　等

低所得者世帯・障害者世帯・高齢者世帯の自立更生と福祉増進のため資金を貸し
付ける事業の会計（貸付原資：県補助）

一定の居住用不動産を有し、将来にわたりその住居を所有し又は住み続けること
を希望する要保護世帯に対し当該不動産を担保として資金を貸し付ける会計
（貸付原資：県補助、市補助）

２．３の貸付事業に関わる事務費区分（県補助事業）

生活福祉資金貸付事業の相談支援に関わる事業全般の区分（県補助事業）


